
◆入札説明書等に関する質問回答後の修正箇所一覧（変更箇所は下線部分） 

提案書類（様式） 

箇所 変更前（平成 23 年 6月 11 日公表） 変更後（平成 24 年 8月 3日修正公表） 

様式Ⅱ-1-8      

様式Ⅱ-1-9      

①支出の前提について 

長期収支計画のうち、支出部分の前提を記入してください。 

（単位：千円） 

項目 平成 27年度迄 平成 28年度以降（年度） 金額（事業期間中計） 

移転支援業務費 

   

維持管理業務費 

   

合計    

 

・消費税及び地方消費税を除いた額を記入してください。 

・金額は、千円未満切捨てで記入してください。 

・可能な範囲で具体的に記入してください。 

・必要に応じ、適宜項目を追加してください。 

・他の見積書、事業計画提案書等と整合性をとった形で記入してください。 

①支出の前提について 

長期収支計画のうち、支出部分の前提を記入してください。 

（単位：千円） 

項目 平成 26年度～平成 27年度計 平成 28年度以降計 金額（事業期間中計） 

移転支援業務費 

   

維持管理業務費 

   

合計    

 

・消費税及び地方消費税を除いた額を記入してください。 

・金額は、千円未満切捨てで記入してください。 

・移転支援業務費、維持管理業務費とも 3団地の合計額を記入してください。 

・可能な範囲で具体的に記入してください。 

・必要に応じ、適宜項目を追加してください。 

・他の見積書、事業計画提案書等と整合性をとった形で記入してください。 

＜総括表＞ 

  ＳＰＣの実施する業務のうち、移転支援業務費の見積書（総括表）を団地毎に作成してください。 

 

                            （単位：千円） 

項目 
見積金額（単位 年） 

備考 
平成 25年度～平成 27年度 

①入居申込書受付業務   

 
人件費   

その他経費   

②住宅抽選会実施及び入居者決定業務   

 
人件費   

その他経費   

③入居手続き及び移転確認業務   

 人件費   

 その他経費   

④移転日調整等業務   

 
人件費   

その他経費   

合計 

 
  

 

＜総括表＞ 

  ＳＰＣの実施する業務のうち、移転支援業務費の見積書（総括表）を団地毎、期別（万代町団地の整備

が 2期に分かれる場合）に作成してください。 

 

                            （単位：千円） 

項目 
見積金額 

備考 
平成 26年度  平成 27年度 

①入居申込書受付業務    

 
人件費    

その他経費    

②住宅抽選会実施及び入居者決定業務    

 
人件費    

その他経費    

③入居手続き及び移転確認業務    

 人件費    

 その他経費    

④移転日調整等業務    

 
人件費    

その他経費    

合計 

 
   

 



◆入札説明書等に関する質問回答後の修正箇所一覧（変更箇所は下線部分） 

箇所 変更前（平成 23 年 6月 11 日公表） 変更後（平成 24 年 8月 3日修正公表） 

様式Ⅱ-1-10 総括表＞ 
  ＳＰＣの実施する業務のうち、維持管理業務費の見積書（総括表）を団地毎に作成してください。 

                            （単位：千円） 

項目 
見積金額（単位 年） 

備考 平成 25年度～ 
平成 27年度 

平成 28年度～ 
平成 45年度 

①入居者の募集及び入居に関する業務    

 
人件費    

その他経費    

  

 

様式Ⅱ-1-13   Ｈ25年度 Ｈ26年度 

 年度 2012 2013 

 月 4 7 10 1 4 7 10 1 

県営住宅整備費         

 うち初期投資費         

うち支払利息         

  

 

様式Ⅱ-1-14  

 

 

 

 

 

 

※３ 新たに整備する県営住宅の維持管理業務期間が提案により

20 年超となる場合、新たに整備する県営住宅別に 20 年分

の維持管理業務期間に相当する金額を記載してください。

実際の支払いにおいては、県営住宅維持管理費については、

物価変動等を勘案して定めます。 

※３ 提案する維持管理業務期間に対応する金額を記載してくださ

い。実際の支払いにおいては、県営住宅維持管理費について

は、物価変動等を勘案して定めます。 

様式Ⅱ-7-1 ※施設整備業務、維持管理業務、運営業務に加え、金融機関からの

借り入れ金利や融資手数料等、サービス対価を構成するすべての要

素を対象として評価します。ただし、埋蔵文化財調査費、申請手数

※施設整備業務、維持管理業務、運営業務、福祉施設等事業、付帯

事業に加え、金融機関からの借り入れ金利や融資手数料等、サービ

ス対価を構成するすべての要素を対象として評価します。ただし、

＜総括表＞ 
  ＳＰＣの実施する業務のうち、維持管理業務費の見積書（総括表）を団地毎に作成してください。 

                            （単位：千円） 

項目 
見積金額 

備考 
初回 

完工年次年度 
～平成 36年度 

平成 37年度～
平成 45年度 

①入居者の募集及び入居に関する業務     

 
人件費     

その他経費     

 

  Ｈ26年度 H27年度 H28年度 

 年度 2014 2015 2016 

 月 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 

県営住宅整備費             

 うち一括払分             

 うち初期投資費             

うち支払利息             

 

対   価 
①事業期間合計額(千円) 

②サービス料の内容及び積算根拠 
消費税抜き 消費税込み 

県営住宅整備費 ※１   

 一括払分    

 割賦払分元本    

 割賦払にかかる支払利息 ※２   
※２ 支払利息  ％ 

（基準金利 0.409%+ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ %） 

 

対   価 
①事業期間合計額(千円) 

②サービス料の内容及び積算根拠 
消費税抜き 消費税込み 

県営住宅整備費 ※１   

 割賦払分元本    

 割賦払にかかる支払利息 ※２   
※２ 支払利息  ％ 

（基準金利 0.409%+ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ %） 

 



◆入札説明書等に関する質問回答後の修正箇所一覧（変更箇所は下線部分） 

箇所 変更前（平成 23 年 6月 11 日公表） 変更後（平成 24 年 8月 3日修正公表） 

料、消費税など、義務的経費については評価対象としません。 埋蔵文化財調査費、申請手数料、消費税など、義務的経費について

は評価対象としません。 

様式Ⅱ-7-2 

（別紙 1） 

（1） ＳＰＣから直接発注する予定の業務内容を記載してください。

なお、施設整備業務、維持管理業務、運営業務、資金調達にか

かる内容ごとに記載してください。 

 

 

 

（3） ＳＰＣから直接受託する予定の企業について、県内企業Ａ，県

内企業Ｂ、県外企業Ａ、というように、県内外の別がわかるよ

うに記載してください。 

 

（6） 県内企業へ直接発注する予定の金額及び義務的経費を除く費

用に占める割合を記載してください。なお、具体的な計画が定

まっていなくとも、ＳＰＣとしての最終的な目標値として記載

してください。 

 

（7） 県内企業へ直接発注する予定の企業数及び全体発注企業数に

対する割合を記載してください。なお、具体的な計画が定まっ

ていなくとも、ＳＰＣとしての最終的な目標値として記載して

ください。 

 

（8） 県内企業へ再委託若しくは一次下請けとして発注する予定の

企業数及び全体発注企業数に対する割合を記載してください。

（1） ＳＰＣ、福祉施設等運営事業実施企業及び利便施設運営事業実

施企業（以下、「ＳＰＣ等」）から直接発注する予定の業務内容

を記載してください。なお、施設整備業務、維持管理業務、運

営業務、福祉施設等事業、利便施設運営事業、資金調達にかか

る内容ごとに記載してください。 

 

（3） ＳＰＣ等から直接受託する予定の企業について、県内企業Ａ，

県内企業Ｂ、県外企業Ａ、というように、県内外の別がわかる

ように記載してください。 

 

（6） 県内企業へ直接発注する予定の金額及び義務的経費を除く費

用に占める割合を記載してください。なお、具体的な計画が定

まっていなくとも、ＳＰＣ等としての最終的な目標値として記

載してください。 

 

（7） 県内企業へ直接発注する予定の企業数及び全体発注企業数に

対する割合を記載してください。なお、具体的な計画が定まっ

ていなくとも、ＳＰＣ等としての最終的な目標値として記載し

てください。 

 

（8） 県内企業へ再委託若しくは一次下請けとして発注する予定の

企業数及び全体発注企業数に対する割合を記載してください。



◆入札説明書等に関する質問回答後の修正箇所一覧（変更箇所は下線部分） 

箇所 変更前（平成 23 年 6月 11 日公表） 変更後（平成 24 年 8月 3日修正公表） 

なお、具体的な計画が定まっていなくとも、ＳＰＣとしての最

終的な目標値として記載してください。 

 

 

なお、具体的な計画が定まっていなくとも、ＳＰＣ等としての

最終的な目標値として記載してください。 

 

 

様式Ⅱ-7-2 

（別紙 2） 

県内企業からの調達について 

(3) 県内企業からの調達予定県内企業数、県内調達予定種類数をそ

れぞれ記載してください。なお、具体的な計画が決まっていな

い場合でも、ＳＰＣとしての最終的な目標値として記載してく

ださい。 

県内企業からの調達について 

(3) 県内企業からの調達予定県内企業数、県内調達予定種類数をそ

れぞれ記載してください。なお、具体的な計画が決まっていない

場合でも、ＳＰＣ等としての最終的な目標値として記載してくだ

さい。 

 

（1）ＳＰＣからの

発注内容 

（2）発注予定金額 （3）直接受託予定

企業 

（4）予定下請業者

（再委託若しくは

一次下請け） 

業務内容 

（5）予定下請業者

（再委託若しくは

一次下請け） 

県内・県外企業の別 

     

 

（1）ＳＰＣ等から

の発注内容 

（2）発注予定金額 （3）直接受託予定

企業 

（4）予定下請業者

（再委託若しくは

一次下請け） 

業務内容 

（5）予定下請業者

（再委託若しくは

一次下請け） 

県内・県外企業の別 

     

 


